







































































































































































































日であるが、2016 年 1 月 1 日から、新たに「山
の日」が祝日となり年間 16 日となる。祝日法は








































































別にみると、従業員 1,000 人以上が 55.6％（同
54.6％）、300～999 人が47.0％（同44.6％）、100

























































得した日数は 9.0 日（同 8.6 日）であった。取得
率は 48.8％（同 47.1％）である。取得率を企業規
模別にみると、従業員 1,000 人以上が 55.6％（同
54.6％）、300 〜 999 人が 47.0％（同 44.6％）、100





























向調査」（2010 年 8 月）2) によると、GW の集中

































観光庁「GW における観光旅行調査」（2010 年 5
月）1)および「お盆時期における観光旅行の動向
調査」（2010 年 8 月）2)によると GW の集中は 5
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表 1 観光需要平準化の選択肢 







































































































































































































































ため、「観光立国行動計画」（2003 年 7 月 31 日観
光立国関係閣僚会議決定）等において、その設置








































































































者会議である休暇改革国民会議 ( 座長：三村明夫 
新日本製鐵株式會社代表取締役会長、当時 )6) の














1) 2010 年の ① 4 月 3 日〜 6 日、および、 ② 5 月 15 日〜
16 日の期間において、1 万人超を対象にインターネット
調査を実施。 ②は ①の回答者に対する追跡調査。














る幅広い主体によって構成され、2010 年 10 月に第 1
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